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アジア4か国の仙台防災フレームワーク4優先分野に対する取り組み

西宮 宜昭1・加藤 勝1・古田 明広1・石渡 幹夫2 

1正会員 オリエンタルコンサルタンツグローバル（〒163-1409 東京都西新宿3丁目20-2） 
E-mail: nishimiya@ocglobal.jp, katoh-kt@ocglobal.jp, furuta@ocglobal.jp 

2正会員 東京大学（〒277-8561 千葉県柏市柏の葉５丁目１−５） 
E-mail: Ishiwatari.Mikio@jica.go.jp 

Keyword: SFDRR, Four Priorities, Policies, Philippines, Mongolia, Bangladesh, and Nepal 

1．背景

世界的な傾向として、災害の発生頻度や被災の規模が

増加しており、防災関連への援助プロジェクトが増加し

ている。この背景のもと、2015年には仙台防災フレーム

ワーク（Sendai Framework for Disaster Risk Reduction:
SFDRR）が合意され、SDGsへも統合されている。SFDRR
では、4つの優先分野、及び 7つのGlobal Targets（GTs）
が設定されている(外務省 2015)。現在、世界各国は

SFDRR の優先行動及び GTs の実現に向けて様々な取組

を実施しており、開発途上国に対する防災分野の技術協

力プロジェクトでは、これらの優先分野及びGTsへどの

ように対応・貢献するかが活動上のポイントとなってい

る。今般、筆者らが関わっているフィリピン、モンゴル、

バングラデシュ及びネパールの 4か国を事例に、SFDRR
の 4優先分野への対応状況を整理した。 

2．研究の方法 

上記 4か国において実施済みもしくは実施中の防災関

連の調査及び技術協力プロジェクトを事例として取り上

げる。対象としたプロジェクトの概要を表-1に示す［注］。 
事例プロジェクトは、各国の中央・地方防災担当機関

の防災制度整備と人材・能力強化、国家及び地方防災計

画の策定・実施に関する支援を主な活動としている。 

表⁻1 対象プロジェクト概要 
プロジェクト名 プロジェクト目標 主な活動（支援）内容 

Pr1-1：フィリピン 
災害リスク削減・管理
能 力 向 上 PJ 
（2012⁻2015） 

市民防衛局（OCD）
の災害リスク削減・
管理に係る組織及
び人材の能力強化 

OCD の計画立案・実施及び防
災情報管理の向上、教育研修
システムの強化、コミュニティ
防災の支援体制強化 

Pr1-2：フィリピン 
災害リスク軽減・管理
能力向上 PJ Phase2 
（2019⁻2024） 

上記 PJ の後継案
件、地方自治体の
防災施策立案、実
施、モニタリング体
制整備 

地方防災計画の策定・実施・モ
ニタリングに係るガイドライン
等整備、計画策定支援、実施
モニタリング体制強化 

Pr2：モンゴル 
地震防災能力向上
PJ（2016⁻2020） 

地震防災に関する
予防対策強化を通
じた国家防災機関
の能力向上 

中央政府防災担当機関の連携
強化、国家・地方防災計画策
定支援、建物耐震診断・補強
促進、防災教育推進 

Pr3：バングラデシュ 
地方防災計画実施能
力強化 PJ 詳細計画
策定調査（2019） 

地方防災計画策
定・実施支援に関
わる技術協力プロ
ジェクトに関する事
前調査 

協力準備として中央・地方防災
行政機関役割分担、優先政
策、事業計画、ハザード・リス
ク分析の現状等の把握 

Pr4：ネパール 
カトマンズ盆地にお
ける地震災害リスク
ア セ ス メ ン ト PJ
（2015⁻2018）

カトマンズ盆地の
地震災害リスク評
価の実施と評価結
果に基づく国・地域
の地震防災能力強
化支援 

地震災害リスク評価、被害想
定の実施取りまとめ、地震リス
ク評価体制構築、BBB復旧・復
興計画とリスク評価に基づく地
域防災計画策定支援 

これらのプロジェクトについては、筆者らが現地活動

を行い、当該国での活動結果、関係者からヒアリング、

関連する文献をもとに完了報告書を取りまとめている。

4 優先分野の取り組み状況に関する情報抽出は、これら

の報告書に加え、JICAのプロジェクトに関する評価報告

書（終了時評価及び事後評価）から行う。さらに抽出結

果から課題や今後の取り組みについて提言する。 

3．取組状況の整理 

表⁻2に 4か国における SFDRRの 4優先分野への取り

組み状況を整理する。「優先行動 1（災害リスクの理解）」

について、フィリピンでは担当省庁がハザード情報の整

備と災害リスク評価の実施を進めている。また、モンゴ

ルは、情報アクセスの制限はあるが政府や研究機関が取

り組みを進めている。一方、バングラデシュ及びネパー

ルは、まだハザード・リスク評価の更新等で課題が残る。 
「優先行動 2（災害リスクガバナンスの強化）」につ

いては、各国ともに上位計画（国家レベル）では、災害

リスク削減へ向けた国家・地方の体制強化（ガバナンス）、

防災投資の促進を掲げているが、まだ現場レベル、特に

地方レベルまでは十分に浸透してはいない。 
「優先行動 3（災害リスク軽減への投資）」について、

フィリピンでは関係省庁の従来からの事業としてハー

ド・ソフト対策が比較的に進められている。一方、モン

ゴルは事前対応への投資が進み始めた段階であり、バン

グラデシュは防災関連についての予算配分の必要性の認

識が十分でなく、ネパールにおいては災害復興に重点が

置かれており減災への投資は今後の課題となっている。 
「優先行動 4（災害準備強化・より良い復興）」について

は、4 か国とも効果的な災害準備・対応の強化が図られ

ており、「より良い復興（Build Back Better）」の体制強

化等に取り組み始め、実績も上げつつある。 

4．対象プロジェクト活動からの知見 

さらに、実際のプロジェクトの活動から得られた情報

を整理する。まず、各 4優先分野の各国における関係は

不明である。「災害リスクの理解」の結果の「ガバナン

スの強化」や「防災投資」への活用の状況をさらに調査

する必要がある。具体的には、調査項目として、行政と

住民双方による国家・地方防災計画の策定における災害

リスク評価結果の認識、それらの計画への信頼性がある。 
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表⁻2 対象4か国のSFDRRに対する取り組み 

出典 Oriental Consultants Global 

対象とした 4 か国の主に地方政府で見られた傾向とし

て、地域の災害リスクを理解する為に必要なハザード情

報（ハザードマップ、災害履歴等）が十分に整備されて

いないこと、また、災害リスクを評価する為のツールや

ノウハウが不足していることが挙げられる。その為、こ

のような地方の防災計画では「災害リスクの理解」が「対

策検討・予算化」の内容と必ずしも連携していな事例も

多く、災害リスク軽減に向けた具体的な対策選定や事業

の優先順位付けを実施している計画は少ない。各種災害

リスク削減施策について、経済効果（災害リスク削減＝

「便益」）の評価の有無等も把握するべきである。 
次に、各国ともに上位計画（国家レベル）では、災害

リスク削減へ向けた国家・地方の体制強化、防災投資の

促進を掲げているが、まだ現場レベル、特に地方レベル

まで浸透していない。特に防災計画の策定・実施におけ

る中央と地方のギャップがある。例えば、フィリピンは

他国に比べて地方レベルにおける防災計画の策定が進ん

でいる。しかし、国、地方管区、州、市・町といった上

位、下位の計画の整合が十分に議論されていない事例が

多い。また、市・町の防災部局に対しては迅速で的確な

災害緊急対応に対する住民ニーズが依然として多く、財

政面の制約もあり、災害リスク削減、防災投資まで手が

回らない自治体も多い。地方防災基金を使用する為に数

枚の防災活動リストを地方防災計画としている例もある。

地方自治体に対する防災予算の配分状況や、国家及び地

方の開発計画と防災戦略の関連性も調査する必要がある。 
セクター横断的な「防災事業」の優先度を決めるシス

テムが明確ではない。また、国家として「防災事業」の

進捗や効果のモニタリング及び評価の制度や実態も明ら

かではない。例えば、バングラデシュ、ネパールでは、

自国の予算管理・配分において「防災」というカテゴリ

ーがない。この為、各セクターの予算に占める防災事業

及び防災関連事業の割合を把握する場合には、個別案件

の実施内容を調査して初めて分類できるという状況であ

り、防災事業の実態や効果を把握する為の前準備も容易

ではない。セクター横断的に防災事業の予算、種類や内

容を分類する仕組みや、事業の優先度決定及び投資状況

を把握、評価し管理する仕組みが必要である。従って、

これらの仕組みの現状を調査し、制度構築への支援方法

を検討することが重要である。 

5．今後の課題 

SFDRRの取り組みについては、他の国の状況も当然な

がら表-2のように整理すべきである。そのため、各プロ

ジェクトの活動の一環として、調査項目に加えることが

望ましい。前述のようにさらに調査するべき項目を含め、

調査内容や項目の統一を図ることも必要と言える。 

謝辞：本稿の作成にあたり、東北大学国際災害科学研究所の今

村所長から多大な支援を頂いた。お礼申し上げる。 

補注：レビューし取組状況に関する情報を得たプロジェクトの

報告書は、JICAのWEBから閲覧可能（一部は非公開） 
参考文献：外務省（2015）:第 3回防災世界会議における成果文

書の採択https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000071588.pdf 

優先分野 フィリピン モンゴル バングラデシュ ネパール 

優先行動１： 
災害リスクの理解 

◎：科学技術省の火山地震研究所、
気象天文庁、大学等の科学技術機関
が連携してハザードの理解が進展。
災害リスクの定量的評価のツール開
発も複数進行中。

〇：国家科学技術アカデミー
を中心に観測や研究が進ん
でいる。但し、機密情報として
取り扱わる為、関係者の情報
へのアクセス制限有。 

△：国際機関や各国の支援に
よりハザード・リスク評価が進
められてきた。国家の基盤情
報として更新・改良される体
制の整備が課題。

△：国際機関や各国の支援に
よりハザード・リスク評価が進
められてきた。国家の基盤情
報として更新・改良される体制
の整備が課題。 

優先行動2： 
災害リスク管理の
ための災害リスク
ガバナンスの強
化 

〇：2010 年 5 月｢災害リスク軽減・管
理法」施行。災害リスク軽減・管理評
議会（NDRRMC）を中心に、科学技術
省、内務地方自治省等が各災害フェ
ーズを担当することが定められた。
市民防衛局はNDRRMCの事務局。 

△：2017 年 2 月に「改定防災
法」が施行。災害緊急対応が
中心だった内容が事前対応
（防災・減災）を含む形へ大き
く内容が変わった。副首相の
主導、トップダウン型で災害リ
スク管理に取り組んでいる。

△：第 7次 5 ヵ年計画（2016-
2020）で災害リスク削減計画
が掲げられている。防災救援
省の下、防災局が実施機関と
して災害リスク管理を担うが
予算・人材ともに不足。

△：2017 年 10 月に「防災法」
が施行。2018年に国家災害リ
スク削減政策・戦略実施計画
が策定され、現在、防災法に
基づき国家減災庁が整備され
始めている途上。 

優先行動3： 
レジリエンスのた
めの災害リスク軽
減への投資 

〇：ハード対策（河川管理、耐震化
等）への投資は公共事業道路省が中
心となり実施。予算、影響力も大きい
が事業選定の透明性確保が課題。ソ
フト対策は市民防衛局、内務地方自
治省、社会福祉開発省等の指導によ
り地方政府が実施。防災基金の制度
はあるが予算規模小。 

△：インフラ整備の面でこれ
まで災害リスクが殆ど考慮さ
れてこなかった。ウランバー
トル市を中心に地震や火災
のリスク対策として建物の耐
震化、防火などへの投資が
進み始めた。 

△：高潮、洪水対策としてバ
国水開発委員会がハード対
策を主導。財源の多くは国際
機関や各国支援。サイクロン
シェルターの整備についても
同様。自国予算管理において
防災セクターの認識が低い。

△：近年は地震災害後の復
旧・復興が中心であった為、
災害リスク軽減への投資は十
分に進んでいない。各省庁及
び地方における災害リスク削
減対策の優先度は低い。 

優先行動4： 
効果的な対応の
ための災害準備
の強化と回復・復
旧・復興に向けた
「より良い復興」 

〇：これまでの台風被害等の経験を
経て、NDRRMC を中心に災害準備・
対応、復旧・復興の体制強化が図れ
ている。災害準備・対応は内務地方
自治省、社会福祉開発省が主導。 

〇：非常事態庁が中心となり
災害準備・対応の強化は進ん
でいる。頻発する災害種が火
災やゾド、家畜伝染病等であ
り、モンゴル独自の体制あ
り。 

〇：防災救援省の下、防災局
が緊急時の救援物資の管理・
運用を担う。多くの国際機関
が支援。NGO、ボランティア
がコミュニティレベルの支援
を実施。 

〇：2015 年の地震被害から、
各国の支援により「より良い
復興」をベースとした復旧・復
興の経験を経て、復旧・復興
体制の強化が図られつつあ
る。 
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